
2026 年 7 月 22 日(水) 

 

経済財政運営と改革の基本方針 2026 
（歯科関連部分を抜粋しました） 

 

昨日 7 月 21 日(火)に、経済財政運営と改革の基本方針 2026（いわゆる骨太の方針）が閣議決定されま

した。「歯科」に関わる部分をピックアップし、昨年の骨太の方針との違いを黄色でマークアップしましたの

で、ご参考ください。1)2)3)のナンバリングは当社でわかりやすいようにふりましたが、「歯科」と文言がある

事柄は大きく 3 つの論点にわかりやすくまとめられました。 

 

＜経済財政運営と改革の基本方針 2026 歯科関連箇所抜粋＞ 

（攻めの予防医療と疾病対策） 

1)いわゆる国民皆歯科健診の具体化（歯周病検診の対象拡大や就労世代の歯科健診の更なる充実） 

2)口腔と全身の健康の関係に基づく歯科疾患対策・口腔健康管理* 

(*オーラルフレイル対策を含む) 

3)歯科専門職の偏在対策等**の歯科医療提供体制の構築を図る。 

(**医歯薬連携等の推進、障害者等への歯科保健医療の充実、歯科技工所の質の向上・連携強化、歯科

衛生士・歯科技工士の就労・離職対策を含む。) 

                    ↑ 

＜経済財政運営と改革の基本方針 2025 歯科関連箇所抜粋＞ 

1)生涯を通じた歯科健診（いわゆる国民皆歯科健診）に向けた具体的な取組、 

2)-1 糖尿病と歯周病との関係など全身の健康と口腔の健康に関するエビデンスの活用、 

-2 オーラルフレイル対策・疾病の重症化予防につながる歯科専門職による口腔健康管理の充実、 

3)-1 歯科医療機関・ 医歯薬連携などの多職種連携、 

-2 歯科衛生士・歯科技工士の離職対策を含む人材確保、歯科技工所の質の担保、 

歯科領域のＩＣＴ活用、歯科医師の不足する地域の分析等を含めた適切な配置の検討を含む歯科保健医

療提供体制構築の推進・強化に取り組むとともに、有効性・安全性が認められたデジタル化等の新技術・

新材料の保険導入を推進する。」 

 

上記、「歯科」の文言がある項目では、「いわゆる歯科検診の具体化（歯周病検診の対象拡大や就労世代

の歯科健診の更なる充実）」がさらに踏み込んだ文言となった点に注目です。 

 

また、「医療」の記載でも注目論点が多かったので、次頁では、歯科でも影響がありそうな分野の医療関連

項目記載を抜粋いたします。 

 

 

 



 

 

Ⅰ）経営情報の見える化を進め、経営実態を把握した上で、物価と賃金の変動に適切に対応し、経営の安

定、処遇改善を図りつつ、社会保障制度改革を着実に実行する。その際、経済・物価の動向が 2026 年度

診療報酬改定時の見通しから大きく変動し、医療機関等の経営状況に支障が生じた場合には、令和 9年

度予算編成過程で診療報酬上の加減算を含む更なる必要な調整を行う。 

 

Ⅱ) 医療保険制度では、70歳以上の高齢者の医療費窓口負担割合について、低所得者等の必要な受診

が確保されるよう適切に配慮することを前提として、原則 3割となっている現役世代との間で年齢によらな

い真に公平な応能負担を実現する観点から見直しを行う。そのための改革工程表を 2026 年末までに策

定する 

現役世代の保険料率の上昇を止め、引き下げていくとの方針の下、給付と負担の見直しの検討、安心して

必要なサービスを受けることのできる医療・介護提供体制の構築、ＤＸやＡＩ・ロボティクスの活用を通じた

サービスの質の向上、攻めの予防医療等に取り組む。 

 

Ⅲ)医療情報化推進方針を策定し、医療機関の情報システムの刷新、特定機能病院等の緊急的な対応を

含めたサイバーセキュリティ対策を進め、電子カルテ・電子処方箋の普及と情報連携、医薬品等のデータ

ベースの構築、公費負担医療や予防接種・母子保健のデジタル化等、医療・介護に関する情報の連携と

二次利用を含む利活用の基盤を構築し、切れ目なく最適なサービスを効率的に提供する。 



 

その他、下記のような「医療」に関する文言もございました。 

・医薬品・医療機器の研究開発・確保 

・創薬・医療機器開発・診断へのＡＩ利活用を推進する 

・生活保護における医療扶助の適正化や就労支援の推進を図る 

・栄養教諭を中核とした食育や歯科保健教育 

 

国全体の大きな方向性を示す「骨太の方針」もぜひご参考ください。 

今後の歯科医院様、病院様、歯科技工所様の運営の方向性を考える一つの機会となれば幸いです。 

 

人々の健康と笑顔に寄与することを目指して！ 

株式会社シラネ 


